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１ 現状と課題

池田町は総面積３７，１７９ヘクタールに対して、森林面積２２，５２１ヘクタール

（令和 2 年度時点）と総面積の 6 割程度を占めており、全て一般民有林となっており

ます。平成 25 年度以降、カラマツ人工林の皆伐面積は年間 200～300 ヘクタールで

推移し、年間出材量は皆伐と間伐を併せて年間58,000 立方メートル程度（平成 25年

度～令和元年度の平均値）となっており、伐採活動が盛んに実施されている地域といえ

ます。しかしながら、1ヘクタールあたりの出材量は他地域と比較して少なく、皆伐を

行ったとしても、収益性は低い状況となっております。加えて、根株や枝条等の未利用

材が林地内に残置されることにより、再造林作業の支障となり再造林費用が掛かり増し

になる、森林病害虫の繁殖源となるなど、様々な問題点が指摘されております。池田町

森林整備計画実行管理推進チームの構成員（十勝広域森林組合、北海道ニッタ株式会社、

三井物産フォレスト株式会社）への聞き取りによると、林地未利用材は林道等から近く

アクセスが良いなどの条件が良い場所に限り販売実績があるものの、運搬コスト等の観

点からほとんど販売されていません。また、広葉樹天然林においても、製炭用原木の安

定供給といった観点から、一部の山林で伐採等が行われていますが、根株や枝条等は林

地内に放置されている状況となっております。加えて、製炭用に不向きな樹種について

は、製炭用とは別の用途で販売している樹種がある一方で、販売先が見つからず、林地

内に放置せざるを得ない樹種も存在しています。これらの林地未利用材を有効活用する

事により、森林所有者の収入が増加し、持続可能な森林管理が実施される体制が構築さ

れます。

図 1 カラマツ人工林皆伐後の土場に放置された林地未利用材

林地未利用材の活用方法として、電気や熱といったエネルギー利用が考えられます。

平成 18年 2月に策定された池田町地域新エネルギービジョンでは、木質ペレットの利
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用を想定した検討が行われました。ペレット製造機を新規導入して町内で製造する場合、

ペレット製造単価は 55円/kg となり、一般家庭において、ペレットストーブと灯油式

ストーブを比較した場合、年間経費はペレットストーブの方が割高になるという結果に

なり、木質バイオマスエネルギーの導入には課題があるものの将来的にコストが低下し

た場合には率先的な導入が期待され、普及啓発プロジェクトとして公共施設等に 4 台

のペレットストーブを導入する目標が立てられました。しかしながら、現状ではペレッ

ト生産や町内公共施設でのペレットストーブ導入は実施されていない状況となってお

ります。

平成25年6月には当町を含む十勝地域の19市町村がバイオマス産業都市として選

定され、十勝バイオマス産業都市構想に基づき、再生可能エネルギーの取組が各市町村

で実施されています。平成 31年 4月に変更された構想において、十勝のバイオマス賦

存量と現在の利用状況が取りまとめられており、木質系の利用率（炭素換算）は平成２

４年度集計の 60.1％から 63.2％に微増しております。木質バイオマス発電事業につ

いて２市町で調査を実施しましたが、採算性に課題があり、いずれも事業化には至って

いません。林地未利用材の熱エネルギー利用として、薪、チップ、ペレットが挙げられ

ますが、ペレットは先述のとおり、取り組みが進んでいない状況です。また、薪につい

ては町内での需要も一定量あり、平成２８年度及び令和元年度に町有林内の林地未利用

材を用いた無償配布事業にて少量ではあるものの、薪に活用する町民の方々に未利用材

を供給する流れが出来ました。しかしながら、当該事業での配布は森林所有者が収益を

得られない事から、持続可能な森林管理に繋がるとは言えず、また、梢端部や枝条は薪

としての利用価値がない事から、林地未利用材の活用方法としては限定的であると考え

られます。加えて、ごみ処理量の減量化を目的として、剪定枝処理を目的として小型チ

ッパーを平成17年度に町で導入しましたが、稼働率は低調であり町有財産の有効活用

も課題となっております。

図 2 町で保有しているチッパー
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２ 目的と本構想の位置づけ

令和元年度より森林環境譲与税を財源として実施している池田町民有林管理推進事

業において、カラマツ人工林資源の循環利用及び齢級構成の平準化、広葉樹天然林にお

ける大径木育成を目的とした本数伐採率 20％未満の間伐事業に対して一定額の補助金

を交付しています。補助金と素材販売だけでは森林所有者の経済的な負担があるため、

林地未利用材を販売する事により少しでも森林所有者の負担を軽減させる事が必要と

なります。一方で、林地未利用材の活用においては、大型投資が必要となる事から、未

利用材の需要と供給を均衡させて投資の適正規模を慎重に見極める必要があります。

以上のことから、林地未利用材の集材から利用までの工程に関わる利害関係者のいず

れもが、経済的に過大なリスクを負うことなく、かつ、町内の産業振興、生活環境保全

に寄与する事を当町における林地未利用材活用の目的とします。目的達成のために、本

構想では、林地未利用材の適正販売価格と利用可能量を見極め、活用できる林地未利用

材相当分の需要先を提案し、林地未利用材の活用手法に向けたロードマップを提案しま

す。先述の「１ 現状と課題」に記載されている通り、これまで林地未利用材の活用方

法として町内での検討が行われず、また、後述「３ これまでの検討結果」の序盤に記

載のように比較的運用が容易なチップについて、利用方法や事業の可能性を検討する事

と致しました。

＜目的＞

林地未利用材の集材から利用までの工程に関わる利害関係者のいずれもが、経済的に

過大なリスクを負うことなく、かつ、町内の産業振興、生活環境保全に寄与する

＜本構想の位置づけ＞

林地未利用材の適正販売価格と利用可能量を見極め、活用できる林地未利用材相当分

の需要先を提案し、林地未利用材の活用手法に向けたロードマップを提案する
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３ これまでの検討結果

木質バイオマスエネルギーの導入は、平成 30年度に池田町林業グループが開催した

「近自然学セミナー」にて招聘した山脇正俊氏より、市街地や森林の概況を見て、「未

利用材を運用しやすいチップにして地域内で熱供給する仕組みを構築してはどうか」と

いう提案があり、セミナー参加者からも「町として是非とも検討してほしい」という意

見を受けて、同年度に町直営事業として概略検討を実施いたしました。その後、概略検

討の妥当性や今後調査を進めていくうえで必要な事項について意見聴取・相談を行うた

め、平成 30 年 7 月に北海道へバイオマスアドバイザー派遣を申請しました。その後、

同年 8月 22日にアドバイザーである石山浩一氏が来町、十勝広域森林組合と池田町に

対して指導・助言が行われました。事業実施の可能性が不透明かつ町の財政状況を鑑み

ると大型な投資には極めて慎重な検討が必要であった状況の中、専門家による事業可能

性調査（F/S調査）を町単独事業として実施する事が困難でした。そこで、令和元年度

には林野庁補助事業である「地域内エコシステム構築事業」に応募し、採択されました。

採択後は、池田町森林整備計画実行管理推進チームの構成員及び町有林で実施している

天然林間伐の参加者をメンバーとした協議会を立ち上げ、町内の未利用材資源量調査や

町内の熱需要施設における事業可能性調査、町民等を対象とした事業説明会やセミナー

開催による普及活動を実施しました。令和 2年度は「地域内エコシステムモデル構築事

業」に応募し、採択され、新型コロナウイルス感染拡大の状況下、密集・密接となる状

況を回避する必要があり、協議会は書面による開催での情報提供に留まりましたが、ロ

ープウインチを用いた林地未利用材収集試験、既存チッパーによるチップ製造試験・チ

ップ品質確認を行い、本構想の策定に向けたデータの蓄積を行いました。

図 3 当町での事業実施に向けたサプライチェーン（想定）
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３－１ 資源量

令和元年度の地域内エコシステム構築事業において、林地未利用材の利用可能量につ

いて推計を行いました。対象とした森林区域の範囲は林業機械による集荷が可能な林道

と作業路の片側 25m の範囲内としました。林道と作業路の片側 25m 範囲内の面積と

蓄積を算出いたしました。伐採による歩留まりを 85％とし、林地未利用材率は全木集

材 28％、全幹集材17％として、利用可能量を下記の式により推計しました。

利用可能量（ｍ３）＝利用可能面積内の蓄積（ｍ３）×0.85×0.28 （全木集材）

利用可能量（ｍ３）＝利用可能面積内の蓄積（ｍ３）×0.85×0.17 （全幹集材）

林道と作業路の片側 25m 範囲内にある蓄積量は 388,668ｍ３（利用可能面積：

2,314ha、ha あたりの蓄積 168m3/ha）でした。この蓄積量を上記の式に代入して、

林地未利用材の利用可能量を下表のとおり推計しました。

全木集材の場合 全幹集材の場合

歩留まりを考慮しない場合 108,827ｍ３ 66,074ｍ３

歩留まりを考慮する場合 92,503ｍ３ 56,163ｍ３

表 1 林道・作業路の片側 25mの範囲内にある林地未利用材の利用可能量

続いて、現在、町有林で実施している小規模林業の参加者が集荷すると仮定した場合、

集荷可能な範囲を林道と作業路の片側5mの範囲内として、林地未利用材の利用可能量

を下表のとおり推計しました。

全木集材の場合 全幹集材の場合

歩留まりを考慮しない場合 21,766ｍ３ 13,215ｍ３

歩留まりを考慮する場合 18,501ｍ３ 11,233ｍ３

表 2 林道・作業路の片側 5mの範囲内にある林地未利用材の利用可能量

推計量の全量を水分率30％のカラマツ（0.57トン/ｍ３）、全量チップとして生産で

きたと仮定した場合、表1の推計量では 32,013～62,031 トン、表 2の推計量6,403

～12,407 トンのチップが生産できると推定されます。

令和 2 年度の地域内エコシステムモデル構築事業では、製炭用原木の安定供給を目

的として小規模な間伐を実施している広葉樹天然林の資源状況を把握するため、標準地

調査を実施しました。間伐後の天然林（40年生程度）において、胸高直径 5cm以上の

立木において、樹高と胸高直径を計測したところ、材積 226.75m3/ha、立木密度2,475

本/ha でした。町内各地に分布している壮齢天然林においては、皆伐後の萌芽更新以降、
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適切な密度管理が行われなかった事から、高密度な状態であると推定されました。広葉

樹の大径木を育成するため、皆伐・萌芽更新から40年近く経過した天然林については、

間伐を実施し、伐採木については製材用、製炭用に加えてエネルギー用への利用も十分

可能である事が示唆されました。

３－２ 収集方法

町有林で小規模な間伐を実施している場所では、伐採木を販売するためにポータブル

ロープウインチを用いて集材しております。林地未利用材の利用可能量を増やすために、

当該機材が活用可能であると考えられます。そこで、小規模な間伐を実施していた天然

林において、林地未利用材の収集試験を実施いたしました。

図 4 林地未利用材収集試験の様子

未利用材収集試験の結果は表 3 の通りとなり、作業実施者数 6 名（町有林における

小規模間伐事業の参加者）、作業時間4時間に対して、搬出材積1.94ｍ３となりました。

今回の試験は機材使用講習会も兼ねており、作業者の機材使用に関する習熟度が低かっ

た事から、作業実施者6名で４時間当たりの生産性は 0.32m3（集材作業のみ）と低い

結果となりました。収集試験とは別の日に作業に慣れた者が集材作業を行った場合、生

産性は積込作業を含めて2.78ｍ３/人・日となりました。上記の結果を用いると未利用

材 1m３を集材、積込、運材、チップ生産場所へ荷卸しする作業で必要な人工数は0.63

～1.99 人・日となり、集材～荷卸しまでにかかる費用（人件費のみ）は公共工事設計

労務単価（普通作業員）では10,899～34,427円/ｍ３、時給 1,000 円の場合は5,040
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～15,920 円/ｍ３となりました。集材を除いた工程では0.43 人・日が必要であると推

定され、費用は3,440～7,439円/ｍ３となりました。

表 3 未利用材収集試験結果による未利用材チッパー前着価格

林地内に散在する未利用材を収集した場合は、人件費のみで 5,000 円/ｍ３を超える

結果となり、チップの原材料とするには大変高額である事から、天然林で行う場合には、

価格の高い製材用・製炭用と一体的に集材する、人工林で行う場合には、土場付近など

条件の良い場所にある未利用材を活用するといった工夫が必要となります。また、チッ

パーを林地内に運搬して集材現場でチップ化するなど作業システムの変更を検討する

事が新たな課題として考えられます。

３－３ チップ化

当町では製材端材をチップ化する設備は十勝広域森林組合池田工場にありますが、製

材作業ラインと一体化しており、林地未利用材のみをチップ化できる製造設備がない状

況となっております。また、周辺のチップ工場では本事業へのチップ供給余力がない事

から、令和元年度の地域内エコシステム構築事業では、小型チッパーの新規導入を検討

いたしました。その結果、水分率 30％のチップ製造コストは林地未利用材を 3,000 円

/ｍ３とした場合、10,638 円/トン（絶乾重量換算で約12,042円/トン）となり、一般

木質バイオマスチップ価格相当（令和元年度第 3四半期価格（絶乾重量換算）：13,424

円/トン）であると推定されました。上記の想定で選定機器とした小型チッパーと当町

初心者

6名

初心者

3名

習熟者

1名

積込

のみ
備考

①集材

（人・日/ｍ３）
1.56 0.78

0.36

0 集材試験結果より推定

②積込

（人・日/ｍ３）

0.16

（推定）

0.16

（推定）

0.16

（推定）
町有林にて実施した

小規模間伐事業結果

より流用
③運材・荷卸

（人・日/ｍ３）
0.27 0.27 0.27 0.27

必要人工数

（人・日/ｍ３）
1.99 1.21 0.63 0.43 ①+②+③

着価格

（円/ｍ３）
34,427 20,933 10,899 7,439

普通作業員単価

17,300円/人・日

着価格

（円/ｍ３）
15,920 9,680 5,040 3,440

時給 1,000 円×8時間

（小規模間伐事業の

報償費相当分）
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で平成17年度に購入したチッパーが構造的に類似している事が判明したため、令和 2

年度の地域内エコシステムモデル構築事業において、町が保有するチッパーにて製造試

験を行い、チップ製造コストを試算しました。製造試験にて時間当たりの製造量（0.23

トン/時間）が著しく低かったため、水分率35％のチップ製造コストは林地未利用材を

3,000 円/ｍ３とした場合、31,621 円/トン（絶乾重量換算で約 43,567 円/トン）と

なり、経済的な競争力が全く無い結果となりました。しかしながら、既存チッパーのナ

イフ点検・交換を行い、製造手法を確立すれば、コスト競争力のあるチップを生産でき

る可能性もあると考えられます。

図 5 チップ製造コスト試算結果

また、チップのサンプリング手法が適切ではなかったため、参考値となりますが、チ

ップサイズは木質バイオマスエネルギー協会による品質規格において、表 4 のとおり

最も小さいサイズ規格である P16 と比較してもサイズの小さいチップが多く見られま

した。チップサイズはチッパーの原木送り速度や樹種、含水率によって変動するため、

燃料用チップに適したサイズにするためにはチップ製造のノウハウを蓄積する事が重

要であると考えられます。

長さ 幅 厚さ P16

<4mm 0.0% 15.1% 73.4% 10%未満

4～16mm 91.3% 84.9% 26.6% 80％以上

＞16mm 8.7% 0.0% 0.0% 10％未満

最大長 60mm 15mm 8mm 85mm未満

表 4 チップサイズ分布

チップの利用については、家畜敷料、作業道敷設による排水対策、緑化工事に係るマ

0

5,000
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15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

チッパー導入

（水分率30％）

既存チッパー利用

（水分率35％）

価
格
（
円/

ト
ン
）

原材料 ナイフ研磨 ナイフ研磨交換 燃料 人件費 償却費
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ルチング材など、燃料用以外にも様々な利用方法が考えられます。令和 2年度について

は研究機関より資材として提供依頼があり、少量ではありますが 200 円/kg 以上の単

価で販売できました。この事より、チップ製造のノウハウを蓄積するとともに、製造し

たチップの販売先を開拓していく事も重要となります。

図 6 チップ製造試験で生産したチップ

３－４ 熱利用

一定量の熱需要がある施設があり、災害が起こった場合に、安心・安全な避難生活を

送る事が出来るように、市街地に近く、浸水区域から除外されている清見地区を対象と

して事業可能性調査を令和元年度の地域内エコシステム構築事業にて実施いたしまし

た。対象施設として温浴施設、教育機関（高等学校）、町道の冬季融雪を選定したとこ

ろ、温浴施設単独、もしくは温浴施設と町道融雪の併用の場合では、減価償却費及び固

定資産税を除く（町がボイラーを設置した場合を想定）と、経済的な効果が得られる可

能性がある結果となりました（チップ調達価格15,000 円/トン、灯油価格 86円/リッ

トル前提）。

事業可能性調査において、各種の経営環境を前提条件として固定し、経済的なメリッ

トが得られるか否かを検討しております。従って、経営環境が大きく変動すると経済的

なメリットが得られなくなる可能性が考えられます。また、温浴施設が燃料を灯油から

チップに変更することによって、経済的なメリットが得られるためには、熱供給施設の

売上が 2,415 千円～3,140 千円（灯油価格 80.5 円を前提として試算）となります。

この事から、チップによる熱供給により町内に創出できる雇用は 1名（年収 3,500 千

円前提）に満たないため、温浴施設周辺の熱需要を開拓するか、熱供給を行う事業主体

が複数の事業を実施するなど、実施体制等について十分な検討が必要となります。

熱供給による雇用創出を増加させるためには、木質バイオマスによる熱需要量の増加
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が課題となりますが、新たな熱需要についての検討を行いました。現在、町有林で実施

している広葉樹天然林の間伐で出材した直径 20cm 以上の原木をチェンソーで簡易製

材しておりますが、木材需要者からは乾燥した板材がほしいとの要望が数多く聞かれる

状況です。そこで、既存施設を活用した小規模な木材乾燥室についての検討を行いまし

た。導入条件として、「可能な限り低コスト」、「手動での燃料供給の場合は供給頻度を

下げる」、「乾燥対象は100枚程度」としました。それらの条件を考慮すると図 7のよ

うな熱源は薪ストーブ、既存のプレハブを利用する形となりました。

図 7 木材乾燥室模式図

概算工事費は 700 千円程度と安価な導入が可能になると考えられました。工事費の

4 分の 3 程度を薪ストーブ本体及び設置工事費が占めております。既存プレハブ内に

小型の薪ストーブが既に設置されている事から、既存施設及び物品のみで試験的な運用

が可能であると考えられます。

３－5 検討結果のまとめ

これまでの検討結果より、既存の設備を活用した未利用材の収集及びチップ化につい

ては、コストの大幅な低減、すなわち、生産性の大幅な向上が必要となります。また、

熱供給については、灯油価格など外部環境の変動によって収益構造が大きく崩れないよ

うな実施体制を整備する事が重要となります。また、熱供給の売上だけでは年間1名を

雇用する事が出来ない事から、事業主体は熱供給だけではなく、他の事業も行える柔軟

性が必要となります。また、3-2 及び 3-3 の結果を考慮して、未利用材収集から熱生

産・販売までを単一の事業者で実施し、灯油単価から 5円引き下げた価格相当分の熱を

温浴施設に販売した場合、熱販売者は年間2,500千円の赤字となる試算となりました。
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４ 今後の方向性

これまでの検討結果より、林地未利用材活用の目的達成に向けて下記の課題が抽出さ

れました。

＜課題＞

① 林地未利用材の収集について、多大な労働力を投入する必要があり高コスト

② 町有チッパーの生産性が著しく低く、チップ製造コストが割高

③ 清見地区の熱需要が小規模であり、前提条件が崩れると経済的なメリットが得ら

れなくなる可能性が高い

④ 小規模な木材乾燥室における運用方法の確立

これまでの調査から、未利用材による熱供給は上記の課題が解決できれば実施可能と

考えられます。上記の課題を解決するためには次の方策が必要と考えます。

＜方策＞

① 未利用材収集に向けた仕組みの整備と軽労化

林地未利用材のみを収集するわけではなく、製材用丸太など販売単価の高い

原木と同時に集材する事により、集材コストを低減させなくても持続的に林地

未利用材を収集出来るような生産システムの構築を目指します。具体的には、

カラマツ人工林では全木集材で枝条等も土場まで運搬する形を標準システム

とします。また、天然林では、ロープウインチを活用するため、単幹集材とな

りますが、土場への集積時に製材用等で販売する原木と一体的に収集する形を

標準システムとします。枝条等を一定期間、山土場で乾燥後に小型チッパーを

山土場に持ち込んでチップ製造する事により、運搬コストの低減を図ります。

② 熱利用以外でのチップ需要の開拓によりチップ生産のノウハウを蓄積

チップは暗渠用疎水材、家畜敷料など様々な用途で既に活用されております。

現在は、町外からチップ調達を行っているため、利用者が運搬コストを負担し

て割高なチップを購入していますが、町内でチップ生産が可能になれば、安価

なチップを使用できる可能性があります。町で保有しているチッパーの現時点

における生産性では価格競争力のないチップですが、町内各地でチップの試験

利用を通じて、チップ生産のノウハウを蓄積する事で、価格競争力のあるチッ

プが生産可能になると考えられます。

③ 公設民営による熱供給の体制構築と利害関係者間の合意形成

既存施設の維持管理費用が今後増大する可能性が高いことから、新規設備へ
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の公共投資については、厳格な審査に基づき評価される必要があります。しか

しながら、先述3-4 における試算結果より、公設の場合に限り、経済的な効果

がありました。設備導入を町で行ったとしても、運営は民間を活用するなど、

多くの選択肢がある事から熱供給の体制構築に向けては、利害関係者間で十分

な協議を行い、合意形成を図っていく事が重要となります。具体的には、これ

まで実施した協議会の構成員に加えて、熱需要候補者、本事業により収入が減

る可能性のある灯油販売事業体等を巻き込み、協議を行っていく必要があると

考えられます。

④ 小規模な木材乾燥室における運用方法の確立

新たに熱需要が発生すると考えられる小規模な木材乾燥室について、新規に

設備投資を行わなくても、既存施設を活用し、適正な運用手法を検討できると

考えられます。そこで、薪ストーブを用いた木材乾燥の実証試験を実施し、適

正な木材乾燥の運用手法の確立を目指します。
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５ 実現するためのスケジュール

先述の４で示した 3 つの方策について、下記のスケジュールで取り進めていく事と

します。

森林環境税及び森林環境譲与税の残高推移より、補助事業を活用せずに熱供給設備を

導入する場合、令和 8 年度以降（令和 6 年度以降に基本設計、令和 7 年度以降に実施

設計）可能となります。そこで、令和8年度以降に町が熱供給設備を導入する事を前提

条件として、下記の通り計画を立てました。

R03 R04 R05 R06 R07 R08 R09

方策

①・

②

収集・

チップ化

林地内でのチップ製造試験

収集・チップ製造ノウハウの蓄積

製造した

チップ

町営牧場等で

試験利用

チップの

試験販売
需要者へチップ販売

方策

③・

④

熱供給

体制
利害関係者で協議

事業主体の決定

（新規団体設立

準備）

設備導入後、運用

熱供給

設備導入

利害関係者で協議

運用体制に関する協議

基本

設計

実施

設計

導入

工事
運用

木材

乾燥室

既存施設を

活用した運用試験

適正な木材乾燥

手法の確立
運用



14

付録 用語解説

用語 説明

川上 林業・木材産業における造林・素材生産部門など、樹木や丸太を対

象とした事業を実施する者

川下 林業・木材産業における製材・加工部門など、樹木や丸太から製材

品やチップなどの木材に加工する事業を実施する者

川中 林業・木材産業における住宅建築部門・消費者など、製材品やチッ

プなど木材を対象とした事業を実施する者または消費者

林地未利用材 間伐や主伐により伐採された木材のうち、未利用のまま林地に残

置されている間伐材、枝条、梢端部、根元部


